
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】少子・高齢化による過疎化の振興に加え、町内に中心となる産業がないことなどにより、財政基盤
が脆弱で、類似団体平均を下回っている。平成17年４月１日の市町合併により平成17年度の財政力指数は0.41
となったが、今後は、徹底した歳出の見直し、滞納対策等を含めた市税の確保に努め、財政の健全化を図る。
【経常収支比率】公債費の増加等により、経常収支比率は近年増加傾向（H13：81.8、H14：85.3、H15：84.3）にあ
り、財政の硬直化が進んでいる。平成16年度は、市町合併による打切り決算により、類似団体平均を若干上回
る92.3となった。今後は、徹底した経常経費の抑制に努め、財政の健全化を図る。
【起債制限比率】過去からの起債抑制策により類似団体平均を下回っているが、近年増加傾向（H13：4.0、H14：
4.5、H15：5.0）にあるため、引き続き新規発行の抑制に努める。
【人口１人当たり地方債現在高】ここ数年の中学校統合など大型事業の実施により、住民１人当たりの地方債現
在高は1,427千円と類似団体平均を大きく上回っている。今後は起債の新規発行を抑制し、財政の健全化に努
める。
【ラスパイレス指数】合併前の旧但東町では、類似団体平均の93.1を大きく上回る96.4となっている。平成17年４
月１日の市町合併に際し、各市町間の給与水準の見直し・統合を図った結果、新市のラスパイレス指数は95.1と
類似団体平均の97.0を大きく下回る現状となっており、今後とも引き続き適正化に努めていく。
【人口1,000人当たり職員数】高齢者率が32.6%と県内でも3位と非常に高く、福祉政策を充実する必要があり、ま
た、町の面積が162ｋ㎡と広大な一方、人口密度は37人/k㎡という地域性により、公共サービスの提供と福祉業
務の充実を図るため、類似団体と比較し職員数が上回ざるを得ない状況であった。


